
【資料２】

第４次伊賀市男女共同参画基本計画

【２０２２（令和４）年度事業計画】
【２０２１（令和３）年度事業実績】



　Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進　……　Ｐ３～Ｐ１３

自 己 評 価　

　　Ａ ： かなり取り組みができた　　 １０５％以上

　　Ｂ ： 取り組みができた　　　 ９０％以上～１０５％未満

　　Ｃ ： 取り組みが不十分だった ７５％以上～９０％未満

　　Ｄ ： 取り組みができなかった ７５%未満

　　Ｅ ： コロナ禍により、中止

　　　目　　　　次

　Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進　……　Ｐ１４～Ｐ３１

　Ⅲ　ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ）の実現　……　Ｐ３２～Ｐ３９
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　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

事
業

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

番
号 評価 評価 評価 評価 評価

250(内、
人企連
数：85）

230(内、
人企連
数：85）

260(内、
人企連数：

85）

237

B

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

コロナ禍により企業訪問を中止
しました。

指標

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、企業を訪問でき
なかったため、郵送による啓発
に切り替えました。
また、企業の現状を把握するた
め、アンケート調査を実施しまし
た。
啓発内容：公正な採用選考、
従業員の雇用状況等について

送付事業所数（予定）：237
　　本庁（上野支所）：1２0
　　伊賀支所：11
　　島ヶ原支所：1
　　阿山支所：7
　　大山田支所：9
　　青山支所：4
○人権学習企業等連絡会
85

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題 事業実施計画

企業訪問等による啓発を行い
ます.
聞き取りを行うとともに、冊子や
パンフレット等を配布し、方針決
定の場への女性の参画拡大に
ついて啓発を行い、研修会等
への参加要請をします。
また、正社員のうち女性の雇用
と管理職への女性登用が進む
よう、今後も情報提供と啓発を
行っていきます。

企業に対す
る女性登用
の情報提供
と啓発

1

企業における女性の積極的な
登用事例紹介などの情報提
供、企業訪問、県や関係団体
と連携した啓発を通して、企業
に対し更なる女性登用を啓発
します。

商工労働課
（人権政策

課）

伊賀支所振
興課

伊賀支所
コロナ禍の状況もふまえながら
企業訪問等による啓発を行い
ます。（状況が悪化した場合は
中止もあり得ます）
啓発内容：公正な採用選考、

従業員の雇用状況等について
聞き取りを行うとともに、冊子や
パンフレット等を配布し、方針決
定の場への女性の参画拡大に
ついて啓発を行い、研修会等
への参加要請をします。
また、正社員のうち女性の雇用
と管理職への女性登用が進む
よう、今後も情報提供と啓発を
行っていきます。

具体的施策 事業名

１　企業や各
手団体等の
方針決定の
場への女性
の参画拡大

2021（令和３）年度　事業

事業の概要 担当課

企業訪問等による啓発を行い
ます。啓発内容：公正な採用
選考、従業員の雇用状況等に
ついて

聞き取りを行うとともに、冊子や
パンフレット等を配布し、方針決
定の場への女性の参画拡大に
ついて啓発を行い、研修会等
への参加要請をします。
また、正社員のうち女性の雇用
と管理職への女性登用が進む
よう、今後も情報提供と啓発を
行っていきます。
訪問等事業所数（予定）：250
【内訳】
○訪問　165
　　本庁（上野支所）：110
　　伊賀支所：14
　　島ヶ原支所：5
　　阿山支所：9
　　大山田支所：7
　　青山支所：20
○人権学習企業等連絡会
85

企業人権啓
発訪問数
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　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

事
業

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

番
号 評価 評価 評価 評価 評価

指標

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題 事業実施計画

具体的施策 事業名

2021（令和３）年度　事業

事業の概要 担当課

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

B

新型コロナウイルス蔓延に伴い
訪問中止

コロナ禍により企業訪問は中止
しました。

人権啓発企業訪問ならびに男
女共同参画推進セミナーにつ
いては、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、中止と
なりました。

企業訪問時に、公正な採用選
考、従業員の雇用状況等につ
いて聞き取りを行う予定でした
が、新型コロナウイルス感染症
の拡大により、訪問は中止し、
アンケートを実施しました。
対象：４社（回答：３社）

企業訪問等による周知啓発を
行います。

コロナウイルス感染症により企
業訪問はできませんでした。代
わりに郵送で資料を送付し啓
発しました。

送付事業所数：237事業所

県、ハローワーク、市が一緒に
行っている企業訪問により、聞
き取り調査を行う際、行動計画
の策定についても啓発します。

企業に対す
る女性登用
の情報提供
と啓発

1

企業における女性の積極的な
登用事例紹介などの情報提
供、企業訪問、県や関係団体
と連携した啓発を通して、企業
に対し更なる女性登用を啓発
します。

女性活躍推進法一般事業主行

動計画の規定する労働者301人

以上の事業所に対して、行動計画

が策定できるよう情報提供等を行

います。

島ヶ原支所
振興課

阿山支所振
興課

大山田支所
振興課

青山支所振
興課

商工労働課
（人権政策

課）

１　企業や各
手団体等の
方針決定の
場への女性
の参画拡大

女性活躍
推進法一
般事業主
行動計画の
企業への周
知

2

阿山支所
企業訪問による啓発を行いま
す。啓発内容：ワーク・ライフ・
バランスの取組のメリットなど実
例を交えながら実施していただ
くよう啓発します。

大山田支所
企業における女性の積極的な
登用事例紹介などの情報提
供、企業訪問、県や関係団体
と連携した啓発を通して、企業
に対し更なる女性登用を啓発
します。さらにコロナ禍での啓発
の手法などについても話し合え
ればと思います。

企業人権啓
発訪問数
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　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

事
業

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

番
号 評価 評価 評価 評価 評価

指標

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題 事業実施計画

具体的施策 事業名

2021（令和３）年度　事業

事業の概要 担当課

30% 30% 40%

24.9%

C

34.16%
(28.8%)

34.16%
(28.8%)

38％
（34％）

33.0％
（27.1％

C

B

B

女性職員が少ない部署への積
極的な配置や、市の重点業務
を担う部署への公募制度を活
用し配置を行いました。

審議会委員に女性の登用を推
進するよう、庁内各課へ要請
し、女性委員の登用率が40％
未満の審議会等については、
「審議会等の女性委員選任状
況調査票」の提出を依頼し、女
性委員を増やせない理由及び
今後の選任方針を調査しまし
た。

審議会等
委員の女性
登用の拡大

3

市 に お け る
女性管理職
の割合
（うち一般行
政職におけ
る女性管理
職の割合）
【翌年度４月
１日に算出】

審議会等委員に女性の登用を
推進するよう、庁内各課へ要
請します。女性委員の登用率
が40％未満の審議会等につい
ては、その理由を調査します。
登用率20％未満の審議会等
については、担当課とヒアリング
を行い、人材バンクの積極的な
活用について周知していきま
す。

令和4年4月1日現在、医師を
除く全職種における管理職数
は197名であり、うち女性管理
職は65名（比率33.0%）となっ
ています。
これらの職員数には、看護師、
保育士、消防士等、性別に偏
りのある職種が含まれているた
め、これらを除く行政職におい
て積極的な女性登用を進める
こととします。同日現在の行政
職の管理職は、129名で、うち
女性管理職は35名（比率
27.1%）となっており、女性管理
職比率の向上を目指します。

女性職員が少ない部署への積
極的な配置や、市の重点業務
を担う部署への公募制度を今
後も活用し配置を行います。

３　ポジティ
ブ・アクション
（積極的改
善措置）の
推進

市職員の管
理職への女
性登用の拡
大

日常的な業務分担が男女均
等になっていることを、所属長
中心に再確認を行うとともに、
能力と適正に基づき市女性職
員の管理職への更なる積極的
登用を推進します。

6

ポジティブ・
アクションの
周知及び取
り組み促進

国、県等関係機関と連携して
啓発を行うとともに、企業･事業
所訪問、積極的に女性を登用
している事業所の紹介などを通
じて、ポジティブ･アクションの理
解と取り組みを促進します。

5

２　市におけ
る女性登用
の推進

4

市 女 性 職
員の職域拡
大

各種研修を通じ、市政を担う
市職員の能力向上を図り、性
別にとらわれず、それぞれの能
力や適性に応じた職員配置を
行います。

審議会等委員に、女性を積極
的に登用する必要性の意識を
徹底させます。また人材バンク
の登録者の活用や、団体への
協力要請など、それぞれの審
議会等の状況に応じた方法を
用いて、女性の登用拡大を進
めます。

商工労働課
（人権政策

課）

市ホームページにおいて、ポジ
ティブ・アクションの施策内容を
掲載するとともに、厚生労働省
の情報サイトへのリンクを設定し
取組をしている企業の情報を
提供します。

令和3年4月1日現在、医師を
除く全職種における管理職数
は211名であり、うち女性管理
職は70名（比率33.2%）となっ
ています。
これらの職員数には、看護師、
保育士、消防士等、性別に偏
りのある職種が含まれているた
め、これらを除く行政職におい
て積極的な女性登用を進める
こととします。同日現在の行政
職の管理職は、142名で、うち
女性管理職は39名（比率
27.5%）となっており、女性管理
職比率の1.3%アップを目指しま
す。

人事課

全庁
（人権政策

課）

人事課

女性職員が少ない部署への積
極的な配置や、市の重点業務
を担う部署への公募制度を今
後も活用し配置を行います。

審議会等委員に女性の登用を
推進するよう、庁内各課へ要
請します。女性委員の登用率
が40％未満の審議会等につい
ては、その理由を調査します。
登用率25％未満の審議会等
については、担当課とヒアリング
を行い、人材バンクの積極的な
活用について周知していきま
す。

「女性活躍推進法」により女性
管理職の登用を積極的に推進
しているところであり、意識醸成
やキャリア形成支援の一環とし
て、女性職員を対象とした研修
（市町村アカデミー、国際文化
アカデミー等）へ１名派遣しまし
た。今後も引き続き、女性が
キャリア形成していくイメージ・
意欲を持ち、管理職になること
への不安を解消するための研
修等を実施していきたいと思い
ます。

市ホームページにおいて、ポジ
ティブ・アクションの施策内容を
掲載するとともに、厚生労働省
の情報サイトへのリンクを設定し
取組をしている企業の情報を
提供しました。

審議会等へ
の女性登用
率

市ホームページにおいて、ポジ
ティブ・アクションの施策内容を
掲載するとともに、厚生労働省
の情報サイトへのリンクを設定し
取組をしている企業の情報を
提供します。

5



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策２　雇用における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

B

B

B

事業実施計画

労働局やハローワークから提供
される情報をホームページで
周知します。また、企業訪問等
により、性別にこだわらない公
正な採用選考を依頼します。

労働相談窓口や労働相談会
などの情報をホームページや
広報「いが」で提供します。

母子健康手帳交付時には母子
保健コーディネーターが30分
から1時間面接し、就労の状況
等を含め様々な情報収集を行
います。そのなかで働く妊婦に
は母子健康管理指導事項連
絡カードを配布し、制度や窓口
の紹介し、出産前後の保育園
入所や一時保育、ファミリーサ
ポートセンター等支援の情報を
提供し、妊娠中や出産・育児に
関わる不安や悩みの解消に努
めます。

母子保健コーディネーターが働
く妊婦には母子健康管理指導
事項連絡カードを配布し、制度
や窓口の紹介し、出産前後の
保育園入所や一時保育、ファ
ミリーサポートセンター等支援
の情報を提供しました。出産前
電話やあかちゃん訪問で母の
体調確認や出産、育児につい
ての不安の軽減に努めました。
妊娠時から継続的に関わること
で子育て中まで切れ目ない支
援につながりました。

9 健康推進課

労働相談の
充実

商工労働課

母子健康手帳交付時には母子
保健コーディネーターが30分
から1時間面接し、就労の状況
等を含め様々な情報収集を行
います。そのなかで働く妊婦に
は母子健康管理指導事項連
絡カードを配布し、制度や窓口
の紹介し、出産前後の保育園
入所や一時保育、ファミリーサ
ポートセンター等支援の情報を
提供し、妊娠中や出産・育児に
関わる不安や悩みの解消に努
めます。

関係機関と連携し、就労形
態、労働条件等の労働問題の
全般的な事項について、相談
業務の充実を図ることで女性
就業の支援に努めます。

具体的施策 事業名 担当課事業の概要 指標

7

雇用に関す
る関係法令
の周知

４　雇用におけ
る男女の均等
な機会と待遇
の確保

事
業
番
号

労働局やハローワークから提供
される情報をホームページで
周知しました。また、企業訪問
等により、性別にこだわらない
公正な採用選考を依頼しまし
た。

8

働く女性の
妊娠･出産
に関わる保
護等健康
管理の啓発

母性保護の周知や、妊産婦の
健康管理に関する啓発を推進
します。

商工労働課

募集・採用・配置・昇進等に関
して、男女間の格差のないよ
う、事業所に「改正男女雇用機
会均等法」をはじめとする関係
法令の周知徹底に努めます。

労働相談窓口や労働相談会
などの情報をホームページや
広報「いが」で提供しました。ま
た、暮らしなんでも相談におい
ては女性からの相談が14件あ
りました。

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

労働局やハローワークから提供
される情報をホームページで
周知します。また、企業訪問等
により、性別にこだわらない公
正な採用選考を依頼します。

労働相談窓口や労働相談会
などの情報をホームページや
広報「いが」で提供します。

実施事業の内容、効果・課題

6



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策２　雇用における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要 指標

事
業
番
号

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題

B

B

25.0% 25.0% 30%

18.2%

D

12,2% 14% 13%

14.1%

A

県、ハローワーク、市が一緒に
行っている企業訪問により、聞
き取り調査を行う際、ＬＧＢＴに
ついても啓発します。

企業訪問によりリーフレット、チ
ラシを配布し啓発に努めること
で、ＬＧＢＴ当事者の理解、支
援を促します。

商工労働課

人権政策課

５　農林業・自
営業等におけ
る男女共同参
画の促進

農業や自営業など家族経営事
業所等において、家族の協力
や理解などが得られるよう、家
族経営協定等制度などを活用
し支援します。
また、伊賀農業女性ネットワー
クなどを通じて、女性の認定農
業者などを支援します。

商工会・商工会議所等を通じ
て、女性は経営のパートナーで
あることを啓発し、女性の活躍
機会の拡大を目指します。

11

12

10

ＬＧＢＴ当

事者等の実

態生活にお

ける人権保

障の取り組み

の推進

認 定 農 業
者制度、家
族 経 営 協
定活用等の
促進

農林振興課

商 工 会 議
所 ・ 商 工 会
加入企業の
う ち 女 性 の
経営者の割
合

伊賀市農業
経営基盤強
化促進協議
会委員に占
める女性委
員の割合

商工会主催「創業スクール」
や、ゆめテクノ伊賀「インキュ
ベーション室」施設利用案内等
の情報をホームページや広報
「いが市」で情報提供しました。
商工会議所・商工会加入企業
のうち女性経営者数：324名
(２団体正会員数合計：2,296
名)

農業経営改善計画認定申請、
青年等就農計画認定申請に
係る相談やフォローアップ時
に、伊賀地域農業改良普及セ
ンター等と連携を図り、啓発し
ました。
　〇認定農業者の女性数
　　R2　14人→R3　12人
　　（家族経営協定を含む）

伊賀地域農業改良普及セン
ター等と連携を図り、男女共同
参画の推進に努めます。
また、女性の認定農業者を増
加させるため、市広報等を活
用して啓発します。

商工会・商工会議所・ゆめテク
ノ伊賀が主催する起業セミナー
等の情報をホームページや広
報「いが」で提供します。
また、窓口にて起業についての
相談を受けた場合には上記セ
ミナー等の情報を提供します。

商工会・商工会議所・ゆめテク
ノ伊賀が主催する起業セミナー
等の情報をホームページや広
報「いが」で提供します。
また、窓口にて起業についての
相談を受けた場合には上記セ
ミナー等の情報を提供します。

企業訪問等による周知啓発を
行います。

企業訪問によりリーフレット、チ
ラシを配布し啓発に努めること
で、ＬＧＢＴ当事者の理解、支
援を促します。

自営業に従
事する女性
への支援

４　雇用におけ
る男女の均等
な機会と待遇
の確保

商工労働課

企業・事業所等を含めてあらゆる

分野において、ＬＧＢＴ当事者

等が自分らしく生活できる環境整

備を進めるための啓発を推進しま

す。

三重県伊賀地域農業改良普
及センター等と連携を取り、啓
発を行います。
女性の認定農業者の増加にむ
け、市広報を活用して啓発普
及を行います。

コロナウイルス感染症により企
業訪問はできませんでした。代
わりに郵送で資料を送付し啓
発しました。

送付事業所数（予定）：237

企業訪問対象企業に対し、郵
送によりリーフレット、チラシを配
布し啓発に努めることで、ＬＧＢ
Ｔ当事者の理解、支援を促しま
した

7



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策２　雇用における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要 指標

事
業
番
号

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題

B

B

職業能力開発のため、求職者
支援訓練や公共職業訓練の
情報をホームページで提供し
ます。

いが若者サポートステーション
等と協力し、再就職に関する情
報を提供します。また、働き続
けるためのセミナーを開催しま
す。

６　女性の再
チャレンジ支
援

14

再 就 職 支
援

人権政策課

13

職 業 能 力
向上

商工労働課

仕事に必要な資格や技術・職
業訓練などの情報収集を行
い、情報提供と相談体制の充
実を図ります

県や関係機関と連携して、再
就職に関する相談や、教育訓
練に関する情報提供を行いま
す。

労働局が実施する求職者支援
訓練の情報をホームページに
掲載し周知を図りました。令和
３年度は求職者支援訓練に伊
賀管内から１名が参加しまし
た。

いが若者サポートステーション
等と協力し、再就職に関する情
報を提供しました。働き続ける
ためのセミナーについては、働く
女性のための就労支援講座
「レジリエンス「折れない心のつ
くり方」」を開催し参加者は7名
でした。コロナ禍の影響もあり、
参加者数が伸び悩みました。

いが若者サポートステーション
等と協力し、再就職に関する情
報を提供します。また、働き続
けるためのセミナーを開催しま
す。

職業能力開発のため、求職者
支援訓練や公共職業訓練の
情報をホームページで提供し
ます。

8



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策３　地域社会での男女共同参画の促進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

59( 団 体
50個人9）

60(団体
50個人

10)

70（団体
52個人

18）

56（団体
48個人

8）

B

B

男女共同参
画ネットワー
ク会議加入
数（団体・個
人）

NPO団体等と市が協働して、講
座事業や啓発活動を実施しま
す。

個人を尊重し男女双方の視点
に配慮した避難所運営ができ
るように、防災講話等を行い啓
発します。

20%

17.5%

地域活動の磨き合いの場とし
て、各地域が実践している事例
共有会を開催しました。
また、各種団体等が主催する
研修会等について、情報提供
を行いました。

各地域へのヒアリング等を通じ
て、地域活動の方針決定過程
への女性の参画を促すととも
に、研修会や講演会の情報提
供を行います

住民自治協議会等での女性役
員の登用を依頼します。また、
男女共同参画に関する講座開
催の情報を、文書やチラシで提
供します。
Ｒ２年度より、地域防災の担い
手となるよう「女性防災リーダー
養成連続講座」を開催し、積極
的な参加を促します。

30%

A

17%

住 民 自 治
協議会等に
おける男女
共同参画の
推進

16

住民自治協議会等に対し、地
域の意思決定の場へ女性が参
画することを促進し、そのため
の研修会や講座などの情報提
供を行います。
また、女性の参画率などの情
報収集をします。

NPO団体等
との協働体
制の確立

男 女 共 同
参画の視点
を取り入れ
た避難所運
営の推進

人権政策課

指標

住民自治協
議会運営委
員の女性の
参画率

住民自治推
進課

人権政策課

地域活動の方針決定過程へ
の女性の参画を促すため、研
修会や講演会の情報提供を行
います。

男女共同参画に関する講座開
催の情報を、文書やチラシで提
供しました。
運営委員会の女性登用率が
5％未満の住民自治協議会（7
か所）に対するヒアリングを実施
しました。
地域を守る女性防災リーダー
養成連続講座「防災こころ笑カ
レッジ」を開催しました。第2期
生として、11人の修了生が誕
生しました。男女共同参画の視
点でアドバイスできる人材として
住民自治協議会での活躍を期
待し、住所地の住民自治協議
会へ修了生の報告をしました。

事業実施計画実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

防災危機対
策局

男女共同参画ネットワーク会議
会員や、市内で活躍するNPO
団体等との協働を図ります。

避難所の運営にあたり、男女の
ニーズの違いや男女双方の視
点に配慮するよう、啓発してい
きます。

NPO団体等と市が協働して、講
座事業や啓発活動を実施しま
す。

地区の住民が避難所運営に関
する訓練を通じて、女性や
LGBTの方に配慮した避難所運
営ができるよう啓発します。

男女共同参画ネットワーク会議
会員や市内で活躍するＮＰＯ団
体との連携に努め、人数制限し
た講座を開催し啓発活動を実
施しました。また、いきいき実行
委員会を開催し男女共同参画
フォーラムを開催しました。

７　社会・地域
活動における
男女共同参画
の推進のため
の市民力の醸
成

15

17

防災講話や避難所運営訓練
を実施しました。
ただし、コロナ禍により防災講話
や訓練などの啓発の機会が減
少しました。

住民自治協議会等での女性役
員の登用を依頼します。また、
男女共同参画に関する講座開
催の情報を、文書やチラシで提
供します。
Ｒ２年度より、地域防災の担い
手となるよう「女性防災リーダー
養成連続講座」を開催し、積極
的な参加を促します。

８　防災におけ
る男女共同参
画の促進

9



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策３　地域社会での男女共同参画の促進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

指標

事業実施計画実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

B

B

B

市民に対して防災講話等により
男女のニーズの違いに配慮し
た家庭備蓄を推進するととも
に、日常的に必要な衛生用品
等を考慮し、重要１０品目物資
を中心に公的備蓄を整備しま
す。

男女共同参画ネットワーク会議
と市との共催でフォーラムを開
催し、男女共同参画の機運を
醸成するとともに、広く市民に
会議の活動内容を周知しま
す。また、さまざまな活動を通し
て地域の核となる人材を育成し
ます。

防災危機対
策局

災害が起こったときに必要な物
資について、男女のニーズの違
いに配慮した備蓄を推進し、市
民に対しても用意していただく
よう啓発していきます。18

災 害 用 備
蓄

ネットワーク会議会員が主体と
なって行うフォーラムの実行委
員会や研修等の活動を通し
て、地域活動の核となる人材を
育成します。さらに保（幼）・小・
中・高校と連携し、児童生徒の
フォーラム等への参画を推進
します。

人権政策課

いろいろな能力や資格等を持
つ人材を集めて人材バンクに
登録します。また、その人材を
審議会等委員への登用につな
げるほか、各分野で活用できる
ように支援します

男女共同参画ネットワーク会議
と市との共催でフォーラムを開
催し、男女共同参画の機運を
醸成するとともに、広く市民に
会議の活動内容を周知しま
す。また、さまざまな活動を通し
て地域の核となる人材を育成し
ます。

食料はもとより、日常的に必要
な衛生用品等を考慮して備蓄
品を整えます。

計画通り備蓄を行いました。ま
た、男女共同参画の視点から
備蓄品の見直しを行い、重要
品目物資の一つでもある生理
用品の整備も行いました。

男女共同参画ネットワーク会議
と共催で開催する男女共同参
画フォーラム「いきいき未来い
が」を、コロナ禍でもできる形を
考え、会場規模を拡大し講演
会をメインとして実施しました。
また、ネットワーク会議会員を
対象とした研修会や交流会を
実施し、地域の核となる人材を
育成しました。

いろいろな能力や資格等を持
つ人材を登録した人材バンクに
ついて、より広い分野からの登
録者が増えるよう促し、またそ
の人材を各分野で活用できる
よう支援します。

人権政策課

「女性防災リーダー養成連続
講座」修了生にも人材バンクへ
の登録を促しました。人材バン
ク登録者数は122名となりまし
た。
また、審議会等委員への登用
を推進するため、全庁に活用
のPRを行いました。
人材バンクＰＲをさらに強化し、
活用促進を図っていく必要があ
ります。

いろいろな能力や資格等を持
つ人材を集めて人材バンクに
登録します。また、その人材を
審議会等委員への登用につな
げるほか、各分野で活用できる
ように支援します

19

８　防災におけ
る男女共同参
画の促進

人材バンク
の充実と活
用

９　女性のエン
パワーメント

伊 賀 市 男
女 共 同 参
画ネットワー
ク会議の充
実

20

10



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策３　地域社会での男女共同参画の促進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

指標

事業実施計画実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

17人 45人 45人

23人

C

女性リーダー養成連続講座修
了生を対象としたサポート講座
を開催し、更なるリーダーの育
成をめざします。
講座ごとに対象者を絞り、女性
のエンパワーメント講座や男女
一緒に気づいて広がる発見講
座を開催します。
R2年度より、3年間で45名の
修了生を目指し、女性防災リー
ダー養成連続講座を開催しま
す。（R２年度１２人）

女性が、社会のあらゆる場面で
能力を発揮できるよう、エンパ
ワーメントを高めるための講座
を開催します。

女性リーダー養成連続講座修
了生を対象としたサポート講座
を開催し、更なるリーダーの育
成をめざします。
講座ごとに対象者を絞り、女性
のエンパワーメント講座や男女
一緒に気づいて広がる発見講
座を開催します。
R2年度より、3年間で45名の
修了生を目指し、女性防災リー
ダー養成連続講座を開催しま
す。（修了生：R2年度12人、
R3年度11人）

女性リーダー養成連続講座修
了生を対象とした講座、一般
女性や働く女性向けの講座を
開催しました。学習の機会を提
供することで、自身のスキル
アップにつなげることができまし
た。
男女一緒に実施できる講座とし
て「男女一緒に気づいて広がる
発見講座」を実施しました。

・10月20日：女性のための就
労支援講座「レジリエンス「折
れない心のつくり方」」
　参加者:7人
・3月10日：女性のためのエン
パワメント講座「怒りと上手に向
き合う「アンガーマネジメント」」
　参加者:11人

またR３年度より実施している、
地域を守る女性防災リーダー
養成連続講座「防災こころ笑カ
レッジ」の第2期を開催し、11人
の修了生が誕生しました。
・第1回　8月6日　参加者：9人
・第2回 10月15日 参加者：
7人
・第3回 12月3日 参加者：
10人
・第4回　2月4日　参加者：8人

【R３年度目標を、17人と設定
していますが、本来ならば、R２
年度修了生（12人）とR３年度
修了生目標（17人）を足した
29人と目標設定するべきでし
た。
29人目標の実績が23人という
結果で79％になるため、C評価
が妥当であると判断します。】

21

女 性 防 災
リ ー ダ ー 養
成研修修了
生人数

人権政策課

９　女性のエン
パワーメント

女性のリー
ダー養成講
座の開催

11



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策３　地域社会での男女共同参画の促進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

指標

事業実施計画実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

A

B

B

B

商工会・商工会議所・ゆめテク
ノ伊賀が主催する起業セミナー
等の情報をホームページや広
報「いが」で提供します。

女性職員の企画・政策立案能
力の向上に繋がると考えられる
自治大学校、市町村アカデ
ミー及びＪＩＡＭ（全国市町村国
際文化研修所）などが実施す
る女性リーダー研修等につい
て、監督職（主査、係長、主
幹）の職にある女性職員を中
心に積極的に募集を行うととも
に、受講意欲向上のため、所
属長による働きかけを促進しま
す。

能力向上のための講座を開催
します。

男女共同参画情報誌「きらき
ら」により市民に啓発します。

女性が政策や方針決定の場に
参画できるよう、能力向上や
キャリア形成に向けた支援を行
います。

人権政策課

商工労働課

人事課

起業を支援
する情報提
供及び必要
な知識等の
獲得機会の
提供

3月10日：女性のためのエンパ
ワメント講座「怒りと上手に向き
合う「アンガーマネジメント」」を
開催しました。
参加者11人

能力向上のための講座を開催
します。

女性職員の企画・政策立案能
力の向上に繋がると考えられる
自治大学校、市町村アカデ
ミー及びＪＩＡＭ（全国市町村国
際文化研修所）などが実施す
る女性リーダー研修等につい
て、監督職（主査、係長、主
幹）の職にある女性職員を中
心に積極的に募集を行うととも
に、受講意欲向上のため、所
属長による働きかけを促進しま
す。

女性職員の企画・政策立案能
力の向上に繋がると考えられる
自治大学校、市町村アカデ
ミー及びＪＩＡＭ（全国市町村国
際文化研修所）などが実施す
る女性リーダー研修等につい
て、監督職（主査、係長、主
幹）の職にある女性職員を１名
派遣しました。

商工会・商工会議所・ゆめテク
ノ伊賀が主催する起業セミナー
等の情報をホームページや広
報「いが」で提供します。

22

商工会主催「創業スクール」
や、ゆめテクノ伊賀「インキュ
ベーション室」施設利用案内等
の情報をホームページや広報
「いが市」で情報提供しました。

県などの関係機関と連携し、起
業を志す女性に対して、起業
に関する知識等を習得できる
講座等の学習機会の提供を行
うことにより、支援を行います。

９　女性のエン
パワーメント

女性の能力
向上・ スキ
ルアップの
ための支援

23

24 人権政策課

男女共同参画情報誌「きらき
ら」により市民に啓発します。

男女共同参画センター情報紙
「きらきら」編集員と共同で、6
月・8月・11月・2月に発行し、
市内全戸へ回覧、また、本庁・
支所・地区市民センター各窓
口に設置しました。各号ごとに
編集会議を持ち、読者に興味
を持って読んでもらえる内容を
考えました。内容や文章構成
等を工夫し発行に努めました。

政治分野に
おける男女
共同参画推
進法につい
ての啓発

女性が議会への参画を促進する
ため「政治分野における男女共同
参画推進法」について周知を図
り、女性議員としての役割や活躍
について考える取り組みなどを支
援します。

12



　　　基本目標Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　　　基本施策３　地域社会での男女共同参画の促進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

指標

事業実施計画実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

B

リーダーの育成とスキルアップのた
めの講座を開催、支援します。

リーダーの育成とリーダー養成講
座修了生を対象としたスキルアッ
プ講座を開催し、支援しました。

・地域を守る女性防災リーダー養
成連続講座「防災こころ笑カレッ
ジ」
・第1回　8月６日　参加者：９人
・第2回　10月15日　参加者：７
人
・第3回　12月３日　参加者：10
人
・第4回　２月４日　参加者：８人

・11月8日リーダー養成連続講座
修了生サポート講座
　参加者14人

10　男女共
同参画を進め
る指導者の育
成

25

男女共同参
画を進める
指導者の育
成とスキル
アップのため
の支援

男女共同参画を進める指導者の
育成とスキルアップのための支援
を行います。

人権政策課

リーダーの育成とスキルアップのた
めの講座を開催、支援します。

13



　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策４　男女共同参画を実現するための意識づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

B

ー ー ー ー 65%

D

機構改革により、人権政策課
に集約。

B

事業実施計画

啓発地区草の根推進会議が
行う講演会や地区別懇談会等
において、固定的性別役割意
識の解消に向けて啓発を行い
ます。また、男女共同参画の研
修等への参加を促します。

開催予定地区数　総数：114
本庁（上野）：34
（全住民自治協議会＋12自治
会）
伊賀支所：28（全自治会）
島ヶ原支所：8（全自治会）
阿山支所：10（玉滝地区の全
自治会）
大山田支所：24（全自治会）
青山支所：10（阿保地区の全
自治会）

あらゆる機会を捉えて意義・目
的の周知に努めます。

指標

人権・同和問題地区別懇談会
中間報告会において、男女の
固定的役割分担意識の解消に
向けた啓発を行うと共に、2月
に男女共同参画に関する啓発
資料を各自治会に配布しまし
た。

「男は仕事」
「女は家庭･
育児・介護」
と 思 わ な い
市民意識の
割合

具体的施策 事業名 事業の概要

事
業
番
号

人権問題地区別懇談会を通し
て、地域における社会通念・慣
習等の見直しについて啓発しま
す。

１１　男女共
同参画の意
義・目的の
周知徹底

26

法律等につ
いての学習
機会の提供

国、県における男女共同参画に関

わる法律・条例や「伊賀市男女共

同参画都市宣言」「伊賀市男女

共同参画推進条例」などについて

の意義・目的の周知に努めます。

１２　男女共
同参画の視
点に立った
慣行等の見
直し

人権政策課

地 域 団 体
等に対する
慣行等の見
直しの啓発

伊賀支所振
興課

2021（令和３）年度　事業

担当課

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題

コロナ禍のため、開催できない
地区もありましたが、可能な範
囲で人啓発地区草の根推進会
議が行う講演会や地区別懇談
会等において、固定的性別役
割意識の解消に向けて啓発を
行いました。また、男女共同参
画の研修等への参加を促しま
した。

開催区数　総数：63
本庁（上野）：15
伊賀支所：24
大山田支所：24

あらゆる機会を捉えて意義・目
的の周知に努めます。

人権政策課

講座やイベント等で周知するな
ど、機会を捉えて意義・目的の
周知に努めました。

27

人啓発地区草の根推進会議
が行う講演会や地区別懇談会
等において、固定的性別役割
意識の解消に向けて啓発を行
います。また、男女共同参画の
研修等への参加を促します。

開催予定地区数　総数：114
本庁（上野）：34
（全住民自治協議会＋12自治
会）
伊賀支所：28（全自治会）
島ヶ原支所：8（全自治会）
阿山支所：10（玉滝地区の全
自治会）
大山田支所：24（全自治会）
青山支所：10（阿保地区の全
自治会）

伊賀支所
人啓発地区草の根推進会議
が行う講演会や地区別懇談会
等において、固定的性別役割
意識の解消に向けて啓発を行
います。また、男女共同参画の
研修等への参加を促します。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策４　男女共同参画を実現するための意識づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

指標具体的施策 事業名 事業の概要

事
業
番
号

2021（令和３）年度　事業

担当課

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

B

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

島ヶ原支所
振興課

阿山支所振
興課

「男は仕事」
「女は家庭･
育児・介護」
と 思 わ な い
市民意識の
割合

新型コロナウイルス感染症の拡大
により、各地区での地区別懇談会
を中止しました。

人権問題地区別懇談会を通し
て、地域における社会通念・慣
習等の見直しについて啓発しま
す。

１２　男女共
同参画の視
点に立った
慣行等の見
直し

阿山地域内（玉滝地域）を対
象に、人権啓発地区別懇談会
を計画しましたが、コロナ渦によ
り中止しました。

地域住民の人権意識を高める
ため、支所管内の全25地区を
対象に住民と人権問題につい
てグループ討議を実施しまし
た。
参加要請対象：区長、自治会
長・各区組長
参加者総数：233名

青山支所振
興課

大山田支所
振興課

地 域 団 体
等に対する
慣行等の見
直しの啓発

新型コロナウイルス蔓延に伴う
講演会及び地区懇談会開催
中止

27
大山田支所
人権問題地区別懇談会（ちくこ
ん）を通して、地域における社
会通念・慣習等の見直しについ
て啓発します。また、今年度の
ちくこんテーマが「コロナ差別」
であるので、結果等資料につい
ても有効に活用したいと考えま
す。

阿山支所
阿山地域内（玉滝地域）を対
象に、人権啓発地区別懇談会
を開催します。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策４　男女共同参画を実現するための意識づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

指標具体的施策 事業名 事業の概要

事
業
番
号

2021（令和３）年度　事業

担当課

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題

B

E

B

B

男女共同参画センター情報紙
「きらきら」を年4回発行し、市
内全戸へ回覧、また、本庁・支
所・地区市民センター各窓口に
設置します。
ホームページにも掲載します。

三重県内男女共同参画連携
映画祭を実施し、上映前にプレ
トークを行い、参加者に男女共
同参画の視点で映画を観ても
らえるよう促します。

伊賀市青少年センターで実施
している街頭補導活動におい
て、市内の書店・カラオケボッ
クス・遊技場等を巡回し、青少
年に有害な環境の点検およ
び、有害環境改善への協力を
依頼します。

31

市広報紙に
おける表現
の点検

広報いが掲載依頼原稿につい
て、固定的性別役割分担意識
によって表現されていないか、
文言や挿入イラスト等の確認を
徹底します。秘書広報課

担当部署が作成した広報いが
掲載用の記事内容に固定的性
別役割分担意識による文言や
イラストなどがないか確認を徹
底し、必要に応じて表現を変更
しました。

男女平等、男女共同参画の視
点に立って、市広報紙の記事
内容を点検します。

ﾒﾃﾞｨｱ等から受け取る情報を、
男女共同参画の視点で読み
解く力を身につける講座を開催
します。

広報いが掲載依頼原稿につい
て、固定的性別役割分担意識
によって表現されていないか、
文言や挿入イラスト等の確認を
徹底します。

１３　男女共
同参画の視
点での情報
発信・活用
力の育成

30

青 少 年 健
全 育 成 事
業の推進

29

情 報 の 理
解・判断力
を高める講
座の開催

人権、男女共同参画の視点
で、青少年を有害環境から守
るための取り組みを推進しま
す。

市民ボランティアスタッフの企
画編集による情報紙「きらきら」
を発行し、市内配布による啓発
を行います。

28

計画的な街頭補導に努め、そ
の際に、青少年に有害な環境
の点検および有害な図書類の
陳列や有害玩具についての注
意喚起を行いました。

男女共同参画センター情報紙
「きらきら」を年4回発行し、市
内全戸へ回覧、また、本庁・支
所・地区市民センター各窓口に
設置します。
ホームページにも掲載します。

三重県内男女共同参画連携
映画祭2021は、コロナ禍により
実施できませんでした。

人権政策課

生涯学習課

三重県内男女共同参画連携
映画祭を実施し、上映前にプレ
トークを行い、参加者に男女共
同参画の視点で映画を観ても
らえるよう促します。
上映作品：アラジン（日本語吹
替実写版）

伊賀市青少年センターにおけ
る街頭補導時に、市内の書店・
カラオケボックス・ゲームセン
ターなどの遊技場を巡回し、青
少年に有害な環境点検を行う
とともに、環境改善への協力を
依頼します。

人権政策課

男 女 共 同
参 画 セ ン
ター情報紙
の発行

男女共同参画センター情報紙
「きらきら」編集員と共同で、6
月・8月・11月・2月に発行し、
市内全戸へ回覧、また、本庁・
支所・地区市民センター各窓
口に設置しました。各号ごとに
編集会議を持ち、読者に興味
を持って読んでもらえる内容を
考えました。内容や文章構成
等を工夫し発行に努めていま
す。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策４　男女共同参画を実現するための意識づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

指標具体的施策 事業名 事業の概要

事
業
番
号

2021（令和３）年度　事業

担当課

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題

B

B

困難をかかえる女性やひとり親
家庭などからの相談に対し、女
性相談所、ハローワーク、児童
相談所等の関係機関と連携し
ながら支援を行います。

人権政策課

困難をかかえる女性やひとり親
家庭などからの相談に対し、女
性相談所、ハローワーク、児童
相談所等の関係機関と連携し
ながら支援を行いました。

女性弁護士による女性法律相
談を毎月１回（９月は新型コロ
ナウィルス感染症拡大防止の
ため中止）実施しました。
○相談件数：延べ 22人
限られた相談時間を最大限に
活かすため、事前に関係機関
と連携しています。全相談希望
者に法的知識を提供することで
困難な問題を抱える女性を支
援しました。32

女性弁護士による女性法律相
談を関係機関と連携し、毎月
（年12回）実施します。コロナ禍
でより安全に相談していただくた
め、オンライン形式での開催も
検討します。

１４　様々な
困難をかか
える人々へ
の対応

人権相談の
充実

困難をかかえる人々に対して、
関係機関と連携し、人権尊重
の観点に立った相談や支援を
行います。

困難をかかえる女性やひとり親
家庭などからの相談に対し、女
性相談所、ハローワーク、児童
相談所等の関係機関と連携し
ながら支援を行います。

こども未来
課

女性弁護士による女性法律相
談を関係機関と連携し、毎月
（年12回）実施します。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策５　保育・学校教育・生涯学習等における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

B

B

B

90% 90% 95%

‐

E

すべての保育所（園）、幼稚園
で各種研修会を実施したり、各
年齢別部会等で実践交流を行
います。園内研修等の場で具
体的な事例を挙げながら男女
平等や性の多様性についての
職員の意識向上や、子どもへ
のかかわり方や保護者啓発等
の共有化を図ります。

各学校において、人権を大切
にした教育に係る研修を推進し
ます。また、児童生徒の発達段
階に応じて、生命の誕生、生命
の尊重をテーマとした学習を実
施します。

性別にこだわることなく、発達段
階に応じたキャリア教育を推進
します。

すべての学校において、「理
科」「道徳」「保健」「総合的な
学習の時間」などの時間を通し
て、「生命の誕生」「生命の尊
重」をテーマとした学習を実施
しました。一人ひとりはかけがい
のない存在であるということを学
習することができています。

すべての学校において、各教
科・道徳・特別活動・総合的な
学習の時間をはじめ、教育活
動全体を通じて、「男女共同参
画」をテーマにした教材を活用
し、人として豊かに生きることを
求めた教育活動を実践しま
す。

34

すべての学校で、発達段階に
応じたキャリア教育を推進しま
した。29校が性別にこだわるこ
となく、何をしたいのかどんな仕
事に就きたいのかを大事にした
進路指導を実施しました。昨年
に引き続き今年度も、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の
ため、中学校の職場体験、小
学校の職場見学は中止となり
ました。

特色ある学
校 教 育 事
業の推進

学校教育課

33

職場体験を
通し て自分
の生き方や
進 路 を 深 く
見つめ直す
ことができた
生徒の割合

すべての学校において、人権を
大切にした教育を推進するた
めの校内研修会を行いました。
また、「理科」「道徳」「保健」
「総合的な学習の時間」などの
時間を通して、「生命の誕生」
「生命の尊重」をテーマとした学
習を実施しました。一人ひとりは
かけがいのない存在であるとい
うことを学習することができてい
ます。

すべての保育所（園）、幼稚園
で各種研修会や実践交流を行
い、保育所（園）、幼稚園での
男女平等の保育に生かすこと
ができました。保育所（園）や幼
稚園の生活の中での言動に気
を配りながら子どもたちに男女
平等の基礎をつくるよう心がけ
ました。

35

職場体験、
ボ ラ ン テ ィ
ア等の体験
活動の充実

すべての学校において、性別
にこだわることなく、将来どのよ
うな仕事に就きたいのか、どの
ような生き方をしたいのかを見
つけることを大事にしたキャリア
教育を推進します。

学校教育課

すべての保育所（園）・幼稚

園・学校で、男女平等の保育・教

育を実践します。そのために、職員

研修を充実し、意識向上を図り、

指導方法等の研究を進めます。

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

すべての学校において、「総合
的な学習の時間」「特別活動」
「道徳」等の時間を活用し、男
女共同参画をテーマにした教
育の実践を行います。

男女平等の
保育・教育
の推進と研

修の充実

事
業
番
号

保育幼稚園
課

１６　学校生
活を通した
男女共同参
画の浸透

１５　子ども
のころからの
男女平等の
保育・教育
の推進

指標

実施事業の内容、効果・課題

各学校において、人権を大切
にした教育に係る研修を推進し
ます。また、児童生徒の発達段
階に応じて、生命の誕生、生命
の尊重をテーマとした学習を実
施します。

すべての学校において、各教
科・道徳・特別活動・総合的な
学習の時間をはじめ、教育活
動全体を通じて、「男女共同参
画」をテーマにした教材を活用
し、人として豊かに生きることを
求めた教育活動を実践しま
す。

性別にこだわることなく、発達段
階に応じたキャリア教育を推進
します。

学校教育課

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

すべての保育所（園）、幼稚園
で各種研修会を実施したり、各
年齢別部会等で実践交流を行
います。園内研修等の場で具
体的な事例を挙げながら職員
の意識啓発や、子どもへのか
かわり方や保護者啓発等の共
有化を図ります。

事業実施計画
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策５　保育・学校教育・生涯学習等における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画 事業実施計画

B

B

C

勤労体験を通して、勤労を尊
ぶ心と男女が協力して自主的
に行動しようとする態度を育成
します。

性別にこだわることなく、教職員
個々の適性を尊重した校務分
掌を決定します。

女性管理職の受験者数が増え
るよう働きかけます。

すべての学校で、性別にこだわ
ることなく、教職員個々の適性
を尊重した校務分掌に就くこと
を推進することができました。

38

女 性 教 員
への管理職
試験の受験
推奨

37

性別にこだわることなく、教職員
個々の適性を尊重した校務分
掌を決定します。

職員の校務
分担におけ
る男女共同
参画の推進

すべての学校で、清掃･給食当
番や委員会活動等の日常の
学校生活を通して、男女が協
力して自主的に行動しようとす
る態度を培います。

すべての学校で、性別にこだわ
ることなく、教職員個々の適性
を尊重した校務分掌に就くこと
を推進します。

教育現場で女性が管理職にな
ることの意義をふまえ、女性教
員が積極的に管理職試験を受
験するよう働きかけます。

女性管理職の受験者数が増え
るよう働きかけます。

日常の清掃・給食当番、委員
会活動などのあらゆる場面で、
学校・学級の一員としてどう活
動していくのかを子どもたちに絶
えず考えさせることにより、男女
の性差をこえた日常的な活動
ができるようになってきていま
す。

36

学校生活の
役割におけ
る男女共同
参画の浸透

勤労体験を通して、勤労を尊
ぶ心と男女が協力して自主的
に行動しようとする態度を育成
します。

１６　学校生
活を通した
男女共同参
画の浸透

学校教育課

学校教育課

学校教育課

市教育委員会及び管理職から
該当者に受験を呼びかけまし
たが、前年度の１０名から７名
に減りました。教員の年齢構成
等の問題もあり、受験者数自
体が減少傾向にありますが、今
後も女性管理職の受験者数が
増えるよう働きかける必要があ
ります。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策５　保育・学校教育・生涯学習等における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画 事業実施計画

B

機構改革により、人権政策課
に集約。

B

機構改革により、人権政策課
に集約。

機構改革により、人権政策課
に集約。

B

人権・同和問題地区別懇談会
中間報告会において、男女の
固定的役割分担意識の解消に
向けた啓発を行いました。

男女共同参画フォーラムをはじ
め、女性向けや高齢者向け、
男性向け講座等を開催しま
す。
内容：いろんな年齢層を対象に
したテーマで講座等を開催し、
男女共同参画について広く市
民に学習する機会を提供しま
す。
地域防災の担い手となるよう、
令和２年度より、３年間で４５人
の女性防災リ-ダーの養成を目
標に「女性伊防災リーダー養成
連続講座」を開催します。

男女共同参画フォーラムをはじ
め、女性向けや高齢者向け、
男性向け講座等を開催しまし
た。
性別・年代に関係なく、様々な
方に参加していただき、男女共
同参画推進の啓発につながり
ました。

女性防災リーダーの養成を目
標に「防災こころ笑カレッジ」を
開催し、第2期11人の修了生
「防災こころ笑フレンズ」が誕生
しました。

本年度は開催しませんでした。

令和3年度は6回パネル展を開
催しました。

身近な人の話テーマで性差の
固定的役割意識について感じ
取れる研修計画しています。

ウイズコロナの観点から、講演
会等人を集めたカタチでの啓
発が、むずかしいため、男女共
同参画社会の実現に向けて、
地域住民・地域内各種団体等
を対象に、男女共同参画に関
わる問題をテーマにしたパネル
展を開催予定です。

阿山支所振
興課

本年度は開催しません

男女共同参画フォーラムをはじ
め、女性向けや高齢者向け、
男性向け講座等を開催しま
す。
内容：いろんな年齢層を対象に
したテーマで講座等を開催し、
男女共同参画について広く市
民に学習する機会を提供しま
す。
地域防災の担い手となるよう、
令和２年度より、３年間で４５人
の女性防災リ-ダーの養成を目
標に「女性伊防災リーダー養成
連続講座」を開催します。

伊賀支所振
興課

島ヶ原支所
振興課

39

１７ 男女共
同参画社会
の実現に向
けた生涯学
習の推進

人権政策課

人権問題地区別懇談会等に
おいて、引き続き男女共同参
画をテーマに取り上げ、学習を
進めます。また、男女共同参
画ﾌｫｰﾗﾑや男女共同参画を
テーマとした講座やワークショッ
プを開催し、市民の学習機会
を提供します。

講座等を通
じた男女共
同参画の学
習

39
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策５　保育・学校教育・生涯学習等における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画 事業実施計画

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

B

B

上野公民館：第８回悠々セミ
ナーにおいて男女共同参画を
テーマに、前三重県男女共同
参画センター「フレンテみえ」所
長を講師に迎え、講演会を開
催しました。参加者29名（うち1
名はオンライン参加）

阿山公民館：「あやま人権・同
和問題学習講座」は新型コロナ
ウイルス感染拡大防止の為、
中止としました。今後は、会場
参加ができない場合でも、オン
ライン講座に切り替えて開催で
きるよう努めます。

各地区公民館においてサーク
ル活動への資料提供などを実
施し、周知啓発に努めました。
今後、サークル団体を対象に
セミナー等への参画を促すた
め更なる啓発に努めます。

中央公民館では、幅広い教
養・趣味的な学習を通して、豊
かで潤いのある生涯を育むこと
を目的に、連続講座「悠々セミ
ナー」を開催し、全８回のうち１
回を男女共同参画をテーマに
講演会を開催します。

ハイトピア伊賀で活動されてい
るサークル登録団体などを対
象に男女共同参画に関するパ
ンフレット等の配布やセミナー
等の開催に関する情報提供を
行います。

コロナ禍においても、男女共同
参画社会の実現に向けた学習
内容を創造します。また、1月
開催予定の「男女共同参画
ﾌｫｰﾗﾑ」などを通じて、市民へ
の学習機会を提供します。

男女共同参画社会をテーマと
した講演会等を企画します。

上野公民館： 上野公民館で
は、幅広い教養・趣味的な学
習を通して、豊かで潤いのある
生涯を育むことを目的に、連続
講座「悠々セミナー」8回のうち
１回を男女共同参画をテーマ
に講演会を開催します。
阿山公民館：｢あやま人権・同
和問題学習講座｣4回のうち1
回を男女共同参画をテーマと
した学習講座を行います。

青山支所振
興課

引き続き、各地区公民館が、
各種サークル活動団体に対
し、男女共同参画について啓
発するとともに、サークル活動
団体内で男女共同参画につい
て取り組んでいる人を通じ、啓
発に努めます。

各地区公民館が、各種サーク
ル活動団体に対し、男女共同
参画について啓発するととも
に、サークル活動団体内で男
女共同参画に取り組んでいる
人を通じ、啓発を進め、特に男
性のサークル活動への参加を
促します。さらに、サークル活
動を通じて得られたことを社会
全体で活かせるよう推進してい
きます。

生涯学習課

１７ 男女共
同参画社会
の実現に向
けた生涯学
習の推進

40

人権問題地区別懇談会等に
おいて、引き続き男女共同参
画をテーマに取り上げ、学習を
進めます。また、男女共同参
画ﾌｫｰﾗﾑや男女共同参画を
テーマとした講座やワークショッ
プを開催し、市民の学習機会
を提供します。

サークル活
動を通じた
男 女 共 同
参画の促進

生涯学習課

講座等を通
じた男女共
同参画の学
習

39

大山田支所
振興課

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、男女共同参画推
進セミナーを中止しました。

管内の各種団体が実施する男
女共同参画社会をテーマとし
た講演会などへの支援を予定
していましたが、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大により、講演
会の実施が困難な状況となっ
たため中止し、パネル展示を実
施しました。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策５　保育・学校教育・生涯学習等における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画 事業実施計画

B

B

B

本庁や支所で事業の案内チラ
シ等を配布し、また広報やホー
ムページでも事業に関する記
事を掲載しました。
「いきいき未来いが2021」など
開催した講座でアンケート調査
を行い、男女共同参画に関す
る情報収集を行いました。

庁内の窓口や市内のイベント
で、国や県の啓発用チラシや
リーフレットを配布し、情報提供
します。また、講座開催のお知
らせについても、広報「いが」や
市ホームページを通じて情報
提供します。
市内のイベント開催時にアン
ケートを実施し、市民の意識調
査を行い、男女共同参画に関
する情報を収集します。

上野図書館

人権政策課

男女共同参画を含めた幅広い
人権関係の図書（児童書を含
む）の収集と図書館ホームペー
ジで新刊情報の発信を行いま
した。
図書の閲覧・貸出を通じて学
習活動の支援に繋がっていま
す。
今後も男女共同参画への意識
が育つよう資料の収集・充実に
努めます。

男女共同参画センター内の情
報展示スペースに設置した図
書コーナーについて、図書やＤ
ＶＤ類の充実に努めます。ま
た、図書やＤＶＤ類のリストを市
ホームページ等で公開し、研
修や自己啓発等のために、団
体や市民に貸し出します。

男女共同参画も含めた人権関
係の図書の充実に努めるととも
に、特集展示等を行います。ま
た、図書館ホームページでの
新刊案内や検索機能を通じ
て、市民がより学べる体制を整
えつつ情報提供を行います。

今年度図書・DVD貸出件数：８
件
男女共同参画センターの情報
展示スペースに書庫を設置し、
市民の方に書籍等を手に取っ
ていただけるようにしています。
また、市のホームページにDVD
と本の貸し出し一覧を掲載し、
情報を提供しました。男女共同
参画情報紙「きらきら」で新着
図書を紹介しました。
情報展示スペースにて、本を
読んでいる方の姿も見られまし
た。

男女共同参画センター内の情
報展示スペースに設置した図
書コーナーについて、図書やＤ
ＶＤ類の充実に努めます。ま
た、図書やＤＶＤ類のリストを市
ホームページ等で公開し、研
修や自己啓発等のために、団
体や市民に貸し出します。

男女共同参画も含めた人権関
係の図書の充実に努めます。
特集案内や図書館ホームペー
ジの新刊案内等を通じて、市
民に情報提供を行います。

庁内の窓口や市内のイベント
で、国や県の啓発用チラシや
リーフレットを配布し、情報提供
します。また、講座開催のお知
らせについても、広報「いが」や
市ホームページを通じて情報
提供します。
市内のイベント開催時にアン
ケートを実施し、市民の意識調
査を行い、男女共同参画に関
する情報を収集します。

１８　男女共
同参画の視
点に立った
学習活動の
支援

男女共同参画に関する資料を
充実し、ホームページ等で情
報提供して、市民に利用しても
らうよう努めます。

41

国・県・関係機関からの広報
紙、情報紙等を広く提供しま
す。

人権政策課

42

男 女 共 同
参画に関す
る図書の充
実

男 女 共 同
参画に関す
る情報の収
集と提供
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策６　あらゆる暴力の根絶

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

B

B

機構改革により、人権政策課
に集約。

B

機構改革により、人権政策課
に集約。

B

事業実施計画

11月12日から25日までの「女
性に対する暴力をなくす運動」
期間に合わせ、ポスター掲示、
チラシの設置等により啓発を図
ります。

内閣府が主唱する11月12日
から25日までの２週間「女性に
対する暴力をなくす運動」の期
間に合わせ、関連部署と連携
をとり、ポスターの掲示やパンフ
レット等を配布し、啓発を図りま
す。

１９　暴力を
許さない社
会への意識
啓発

大山田支所
振興課

11月12日から25日までの「女
性に対する暴力をなくす運動」
期間に合わせ、ポスター掲示、
チラシの設置等により啓発を図
ります。

内閣府が主唱する11月12日
から25日までの２週間「女性に
対する暴力をなくす運動」の期
間に合わせ、関連部署と連携
をとり、ポスターの掲示やパンフ
レット等を配布し、啓発を図りま
す。

例年、決まった時期にパネル
展を実施し、継続的な啓発を
続けていきます。

人権啓発地区別懇談会で男
女共同参画に関する資料等を
配布しました。

具体的施策 事業名

事
業
番
号

こども未来
課

人権政策課

事業実施計画

DV、性犯罪、売買春、人身取
引、セクシュアルハラスメント、
ストーカー行為等、女性に対す
る暴力が人権侵害であることや
暴力が起こる社会的背景につ
いての理解を深めるため、リー
フレット等の配布などをもって啓
発に努めます。

指標

実施事業の内容、効果・課題

担当課

43

2021（令和３）年度　事業

DV、性犯罪、売買春、人身取
引、セクシュアルハラスメント、
ストーカー行為等、女性に対す
る暴力が人権侵害であることや
暴力が起こる社会的背景につ
いての理解を深めるため、リー
フレット等の配布やパネル展に
より啓発を図ります。

男女共同パネル展を実施しま
した。

「男女共同参画週間」や「女性
に対する暴力をなくす運動」の
期間にあわせて関連部署と連
携して啓発ポスターやパンフ
レットを地区市民センター、子
育て支援センター等に配布しま
した。
「作ろう！知ろう！パープルリボ
ン」と題して、パネルを特設し市
民参加により、女性に対する暴
力根絶のシンボルのパープルリ
ボンを作成しました。また、上野
城、上野市駅周辺及びハイトピ
ア伊賀を紫色にライトアップし
啓発に努めました。

女性に対す
る暴力の社
会的認識の
浸透

伊賀支所振
興課

11月12日から25日までの「女
性に対する暴力をなくす運動」
期間に合わせ、ポスター掲示、
チラシの設置等により啓発を図
りました。

事業の概要
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策６　あらゆる暴力の根絶

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名

事
業
番
号 事業実施計画

指標

実施事業の内容、効果・課題

担当課

2021（令和３）年度　事業

事業の概要

B

B

B

B

伊賀市要保護児童及びＤＶ対
策地域協議会を通じて、ＤＶ防
止法やストーカー規制法につい
て学習を行います。

ＤＶ防止法やストーカー規制法
に関する国や県からの資料を、
市の窓口に設置します。
また、女性の悩みについての講
座やＤＶ防止セミナーの開催情
報を広く市民に周知し、学習機
会を提供します。

パンフレット配布等により、デー
トＤＶ防止についての周知を図
り、加害者にならないための啓
発をします。

１９　暴力を
許さない社
会への意識
啓発

全ての中学校で、性犯罪、売
買春、ストーカー等についての
学習会・研修を行います。

性犯罪、売買春、ストーカー
等、について適切な態度や行
動がとれるよう学習を実施しま
す。また、教職員の研修会を実
施します。46

性犯罪、売
買 春 、 ス
ト ー カ ー 等
についての
学習機会の
提供と啓発

加害者にな
らないため
の啓発

学校教育課

パンフレット配布等により、デー
トＤＶ防止についての周知を図
り、加害者にならないための啓
発をしました。

こども未来
課

すべての中学校で、異性を尊
重したり、性に関する適切な態
度や行動の選択が必要である
ことを学習することができていま
す。

県内各市や三重県男女共同
参画センター「フレンテみえ」が
行う事業についてのチラシ、ま
た相談窓口を記載したパンフ
レット等の設置を行いました。
また、男女共同参画情報紙「き
らきら」にDV防止に関する記事
を掲載し啓発に努めました。
そのほか、パープルリボンイベン
トも実施し、広く市民に周知しま
した。

伊賀市要保護児童及びＤＶ対
策地域協議会を通じて、ＤＶ防
止法やストーカー規制法につい
て学習する機会を企画しました
が、新型コロナウイルス感染症
対策により実施できませんでし
た。担当課内の研鑽に留まりま
した。

伊賀市要保護児童及びＤＶ対
策地域協議会を通じて、ＤＶ防
止法やストーカー規制法につい
て学習を行います。

パンフレット配布等により、デー
トＤＶ防止についての周知を図
り、加害者にならないための啓
発をします。

性犯罪、売買春、ストーカー
等、について適切な態度や行
動がとれるよう学習を実施しま
す。また、教職員の研修会を実
施します。

ＤＶ防止法やストーカー規制法
に関する国や県からの資料を、
市の窓口に設置します。
また、女性の悩みについての講
座やＤＶ防止セミナーの開催情
報を広く市民に周知し、学習機
会を提供します。

44

DV防止法、
ス ト ー カ ー
規制法等の
学習機会の
提供

45

NPO団体及び教育現場と協働
して、法的知識の学習機会を
提供します。

人権政策課

こども未来
課

人権政策課

NPO団体及び教育現場との協
働によるデートＤＶの啓発をはじ
め、加害者にならないための啓
発を図ります。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策６　あらゆる暴力の根絶

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名

事
業
番
号 事業実施計画

指標

実施事業の内容、効果・課題

担当課

2021（令和３）年度　事業

事業の概要

B

B

B

B

落書きが差別や人権侵害につ
ながる恐れがあることを広く市
民に周知し、落書きは許さない
という風土の醸成を図ります。
落書きが発生した際には、「差
別落書き発生時の対応マニュ
アル」に基づき、迅速に対応し
ます。

心のケアに配慮しながら電話や
面接による相談を気軽にできる
体制を充実します。毎月「広報
いが」へ相談日時のお知らせを
掲載します。

女性弁護士による女性法律相
談を毎月（年12回）実施しま
す。広報「いが」とホームページ
へ相談日時のお知らせを掲載
します。

三重県配偶者暴力相談支援
センター（女性相談所）や警察
などの関係機関と連携し、緊急
一時保護や救助活動などの支
援を行います。

心のケアに配慮しながら電話や
面接による相談を気軽にできる
体制づくりに努めました。毎月
「広報いが」へ相談日時のお知
らせを掲載しました。

１９　暴力を
許さない社
会への意識
啓発

２０　DV(ﾄﾞﾒ
ｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲ
ｵﾚﾝｽ)被害
者に対する
相談の充実
と支援

47

相談体制の
充実

地域の犯罪
防止に配慮
した環境の
取り組み

48

公共施設や不特定多数の人
が利用する施設のパトロールを
実施し、性犯罪につながる恐
れのある掲示物や差別落書き
の早期発見、人権侵害の未然
防止に努めます。

49

心のケアに配慮し、電話や面
接による相談を気軽にできる体
制を充実します。

関係機関と
連携した具
体的支援の
充実

三重県配偶者暴力相談支援
センター（女性相談所）や警察
などの関係機関と連携し、緊急
一時保護や救助活動などの支
援を行いました。

女性弁護士による女性法律相
談を毎月（年12回）実施しま
す。広報「いが」とホームページ
へ相談日時のお知らせを掲載
します。

心のケアに配慮しながら電話や
面接による相談を気軽にできる
体制を充実します。毎月「広報
いが」へ相談日時のお知らせを
掲載します。

三重県配偶者暴力相談支援
センター（女性相談所）や警察
などの関係機関と連携し、緊急
一時保護や救助活動などの支
援を行います。

人権政策課

落書きが差別や人権侵害につ
ながる恐れがあることを広く市
民に周知し、落書きは許さない
という風土の醸成を図りました。
落書きが発生した際には、「差
別落書き発生時の対応マニュ
アル」に基づき、迅速に対応し
ました。

人権政策課

女性弁護士による女性法律相
談を毎月１回（９月は新型コロ
ナウィルス感染症拡大防止の
ため中止）実施しました。
○相談件数：延べ 22人
市のホームページや広報「い
が」で、女性法律相談に関する
周知を行いました。

こども未来
課

各関係機関と連携して、緊急
一時保護や救援活動などの支
援を行います。

こども未来
課

落書きが差別や人権侵害につ
ながる恐れがあることを広く市
民に周知し、落書きは許さない
という風土の醸成を図ります。
落書きが発生した際には、「差
別落書き発生時の対応マニュ
アル」に基づき、迅速に対応し
ます。
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策６　あらゆる暴力の根絶

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名

事
業
番
号 事業実施計画

指標

実施事業の内容、効果・課題

担当課

2021（令和３）年度　事業

事業の概要

B

B

B

B

ＤＶやストーカー等被害者の保
護を徹底するため、特に住民
課と連携を密接にします。共通
認識のもと支援を行うため、関
係職員への周知を徹底しま
す。

被害者の身の安全を最優先と
し、迅速に住民票、戸籍の附
票及び届書の写しの発行制
限、マイナンバーにおける情報
連携の制限等の処理を行いま
す。
庁内の関係各課及び関係市
町村等と情報を共有し、被害
者保護のため連携を図ります。

２０　DV(ﾄﾞﾒ
ｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲ
ｵﾚﾝｽ)被害
者に対する
相談の充実
と支援

住民課

50

51

セクシュアルハラスメントやマタ
ニティハラスメント等の防止に
向けた啓発に努めます。また各
種ハラスメントに対する認識を
深め、防止するための研修を
充実します。

セ ク シ ュ ア
ルハラスメ
ント 等防止
への啓発

ハラスメント対策相談員及び監
督職を対象とし、ハラスメントに
関する相談等に適切に対応で
きるよう研修を実施しました。
研修名：ハラスメント相談等に
関する研修会
受講者数：34名

ＤＶやストーカー等被害者の保
護を徹底するため、特に戸籍
住民課と連携を密接に支援し
ました。共通認識のもと支援を
行うため、関係職員への周知
を徹底しました。

ハラスメント対策相談員及び監
督職を対象とし、ハラスメントに
関する相談等に適切に対応で
きるよう研修を実施します。

各種ハラスメントの防止に向
け、冊子やチラシを設置し、啓
発します。

被害者の身の安全を優先とし、
迅速に事務処理を行いました。
こども未来課・学校教育課・保
険年金課・選挙管理委員会・
収税課等の関係担当課及び
関係市町村・県等と情報を共
有し、被害者を支援するため連
携を図りました。

各種ハラスメントの防止に向
け、冊子やチラシを設置し、啓
発します。

被害者の身の安全を最優先と
し、迅速に住民票、戸籍の附
票及び届書の写しの発行制
限、マイナンバーにおける情報
連携の制限等の処理を行いま
す。
庁内の関係各課及び関係市
町村、県等と情報を共有し、被
害者保護のため連携を図りま
す。

各種ハラスメントの防止に向
け、ホームページに貸し出しで
きるDVDや本の一覧を掲載しま
した。
また、冊子やチラシ等を配置
し、啓発に努めました

人権政策課

人事課

ハラスメント対策相談員及び監
督職を対象とし、ハラスメントに
関する相談等に適切に対応で
きるよう研修を実施します。

こども未来
課

ＤＶ，ストーカー等の被害者保
護のための住民基本台帳事務
等における支援措置など窓口
対応について、職員間の認識
を共有し、保護の徹底を図りま
す。

ＤＶやストーカー等被害者の保
護を徹底するため、特に戸籍
住民課と連携を密接にします。
共通認識のもと支援を行うた
め、関係職員への周知を徹底
します。

窓口対応に
おける被害
者保護の徹
底

２１　セク
シュアルハラ
スメント等防
止の取組
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策６　あらゆる暴力の根絶

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名

事
業
番
号 事業実施計画

指標

実施事業の内容、効果・課題

担当課

2021（令和３）年度　事業

事業の概要

B

B

B

職場や学校におけるセクシュア
ルハラスメントやマタニティハラ
スメント等を防止するために、
相談窓口の周知、対応担当
者・管理職への研修を徹底し、
対応体制を強化します。

セ ク シ ュ ア
ルハラスメ
ント 等対応
体制の確立

52
セクハラ等に関する相談はあり
ませんでした。相談等があった
際は、今できる、最良の方法を
提案できるよう努めています。

各校で職員会議等の機会をと
らえて、ハラスメント防止の徹底
を繰り返し周知するとともに、研
修会を実施し、相談窓口を位
置づけました。

セクハラ等の防止のための学
習会や研修会を実施し、早期
発見、未然防止のため相談窓
口を位置づけます。

市民からの相談には、労働局、
県と連携して対応します。

学校教育課

セクハラ等の防止のための学
習会や研修会を実施し、早期
発見、未然防止のため相談窓
口を位置づけます。

人権政策課

市民からの相談には、労働局、
県と連携して対応します。

２１　セク
シュアルハラ
スメント等防
止の取組

労働施策総合推進法に基づく、パ

ワーハラスメント対策、特にセクシュ

アルハラスメント等の防止対策につ

いて、企業に対して周知を図りま

す。

労働施策総

合推進法に

ついて企業へ

の周知53
商工労働課
人権政策課

企業訪問により、パワーハラス
メント対策、特にセクシュアルハ
ラスメント等の防止対策につい
て周知、啓発を行います。

コロナウイルス感染症により企
業訪問はできませんでした。代
わりに郵送で資料を送付し啓
発しました。

送付事業所数：237事業所

県、ハローワーク、市が一緒に
行っている企業訪問により、聞
き取り調査を行う際、ハラスメン
ト防止についても啓発します。

27



　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策７　生涯を通じた心身の健康づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

B

B

- - - - 30%

B

C

事業実施計画

生命の誕生、生命の尊重を
テーマとした学習を実施しま
す。

思春期教室・妊婦教室・こんに
ちは赤ちゃん訪問などの保健
事業全般の機会を通じて「リプ
ロダクティブ・ヘルス/ライツ」の
概念に従い,生涯を通じて個人
の意志が尊重されるこころと身
体の健康づくりに取り組みま
す。

関係機関と連携しながら、講演
会や地区別懇談会等、さまざ
まな機会をとらえ、性の多様性
に関する教育・啓発を行いま
す。

「性の多様性を尊重するまちづ
くり」の条例化に向けて、パート
ナーシップ宣誓制度の位置づ
けを含め、引き続きその内容を
検討します。

２２　出産や
性に関する
健康と人権
の尊重

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

妊婦教室・こんにちは赤ちゃん
訪問などの保健事業全般の機
会を通じて「リプロダクティブ・ヘ
ルス/ライツ」の概念に従い,生
涯を通じて個人の意志が尊重
されるこころと身体の健康づくり
に取り組みました。思春期教室
はコロナ禍の実施されませんで
した。

すべての学校において、「道
徳」「保健」「総合的な学習の
時間」などの時間を通して、「生
命の誕生」「生命の尊重」を
テーマとした学習を実施しまし
た。一人ひとりはかけがえのな
い存在であるということを学習
することができています。

事
業
番
号

学校教育課

生命の誕生、生命の尊重を
テーマとした学習を実施しま
す。

思春期教室・妊婦教室・こんに
ちは赤ちゃん訪問などの保健
事業全般の機会を通じて「リプ
ロダクティブ・ヘルス/ライツ」の
概念に従い,生涯を通じて個人
の意志が尊重されるこころと身
体の健康づくりに取り組みま
す。

リ プ ロ ダ ク
ティブ・ヘル
ス／ラ イツ
の浸透

54

健康推進課

リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツについての情報提供、普及
啓発を進めます。学校におい
ては、一人ひとりはかけがえの
ない存在であるという観点の
「生命の誕生」「生命の尊重」
の学習を進めます。

関係機関と連携しながら、講演
会や地区別懇談会等、さまざ
まな機会をとらえ、性の多様性
に関する教育・啓発を行いま
す。

伊賀市教育研究会等と連携し
ながら、講演会や地区別懇談
会等、さまざまな機会をとらえ、
性の多様性に関する教育・啓
発を行いました。55

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

性の多様性に

ついての啓発

が必要と考え

る市民の割合

（男女意識

調査）

２３　性の多
様性み対す
る理解を進
める啓発、
情報提供の
推進

56

現行のパートナーシップ宣誓に関す

る要綱について、市の人権課題とし

て取り組みを強化するために「条例

化」に向けて検討協議を進めます。 人権政策課

「性の多様性を尊重するまちづ
くり」の条例化に向けて、パート
ナーシップ宣誓制度の位置づ
けを含め、その内容を検討しま
す。

「性の多様性を尊重するまちづ
くり」の条例化に向けて、その内
容検討に努めました。

あらゆる分野における性の多様性

に関する教育・啓発を進めます。

人権政策課

多様な性的

指向・性自

認への理解

促進と支援

「パートナー

シップ宣誓制

度」の条例化

に向けた検討

協議の実施
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　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策７　生涯を通じた心身の健康づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

B

B

B

B

各種相談の場面で、専門外来
などの必要な情報提供をし、相
談者の健康管理や不安の軽減
につとめます。

一般職員及び新規採用職員
等を対象としたメンタルヘルス
研修会を実施します。
また、仕事に関することや家庭
の問題など職員個人の幅広い
悩みなどを解消するため、外部
の臨床心理士による「こころの
健康相談室」を月２回開催しま
す。

こころの健康づくりに関する教
室やゲートキーパー養成講座
の実施により、こころの健康に
ついての知識の普及・啓発に
努めます。
また、自殺対策予防事業とし
て、関係機関等と連携した啓
発事業を実施し、相談窓口の
情報提供等を行います。

地域医療連携室に看護師並び
に社会福祉士を配置し、医療
相談において、的確な情報提
供できるよう近隣医療機関の
女性専門外来の情報収集を行
います。
また、業務の充実を図るため看
護師１名を増員します。

２４　男女の
性差に応じ
た医療・相
談の充実

２４　こころの
健康支援

人事課

各種相談の場面で、専門外来
などの必要な情報提供をし、相
談者の健康管理や不安の軽減
につとめました。

こころの健康づくりに関する教
室やゲートキーパー養成講座
はコロナ禍ほとんど実施できま
せんでしたが、SNSやケーブル
テレビ等で知識の普及・啓発し
ました。
自殺対策予防事業として、自
殺予防月間に合わせ、啓発チ
ラシの全戸配布、コンビニ等へ
啓発用テッシュの配布、図書
館でパネル等の展示等関係機
関等と啓発事業を実施しまし
た。また、電話や窓口で随時相
談応じました。

健康推進課

近隣の医療機関の専門外来に
ついての情報提供を行いま
す。

専門外来の
情報提供

57

58

こ こ ろ の 健
康づくりに関
する啓発及
び支援体制
の整備

こころの健康づくりの重要性を
理解し、推進していくための機
会を提供します。また、専門機
関と連携し、相談窓口を設置
するなど支援体制に整備に努
めます。

令和３年度は、相談体制として
地域医療連携室に看護師１名
と社会福祉士４名を配置し、問
い合わせがあれば速やかに情
報提供できるよう近隣医療機
関の女性専門外来の情報収
集を行うこととしましたが、実際
に対応した実績はありませんで
した。

健康推進課

地域医療連携室に看護師並び
に社会福祉士を配置し、医療
相談において、的確な情報提
供できるよう近隣医療機関の
女性専門外来の情報収集を行
います。

各種相談の場面で、専門外来
などの必要な情報提供をし、相
談者の健康管理や不安の軽減
につとめます。

下記の研修を実施しました。
〔研修名：メンタルヘルス研修
（新規採用職員対象）
受講者数：36名〕
〔研修名：メンタルヘルス研修
受講者数：33名〕

◆こころの健康相談室（全職員
対象）・年間21回実施・延べ
61枠の相談

上野総合市
民病院医療
事務課

一般職員及び新規採用職員
等を対象としたメンタルヘルス
研修会を実施します。
また、仕事に関することや家庭
の問題など職員個人の幅広い
悩みなどを解消するため、外部
の臨床心理士による「こころの
健康相談室」を月２回開催しま
す。

こころの健康づくりに関する教
室やゲートキーパー養成講座
の実施により、こころの健康に
ついての知識の普及・啓発に
努めます。
また、自殺対策予防事業とし
て、関係機関等と連携した啓
発事業を実施し、相談窓口の
情報提供等を行います。

29



　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策７　生涯を通じた心身の健康づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

B

B

B

B

年間指導計画を作成し、発達
段階に応じた性に関する教育
を実施します。

思春期における心とからだの成
長や食に関する学習を実施し
ます。

生涯を通じた健康の保持・増
進のため、がん検診や健康相
談などを実施します。
また、子育て中の女性が受診
しやすいように、託児付きの検
診日を設けます。

ウエルカムベビー教室を年４回
実施予定。妊婦だけでなく夫や
家族との参加を促し、妊娠・出
産・育児に関して周囲の理解を
深め、育児参加を促します。ま
た、母子健康手帳交付時に、
夫やパートナーの同席があると
きは、産後の育児のイメージが
持ってもらえるように、啓発を進
めます。

２６　思春
期・更年期
の健康支
援、母子保
健の充実

妊娠・出産
期に関する
男性の理解
の促進

60

ラ イ フ ス
テージに応
じた健康診
断と健康相
談の充実

生涯を通じた健康の保持・増
進のため、がん検診や健康相
談などを実施しました。乳がん
検診や子宮がん検診の無料
クーポンはキャラクターを使用
し、検診に興味を持つようにし
ました。
また、子育て中の女性が受診
しやすいように、託児付きの検
診日を設けました。

すべての学校において、小学
校低学年から、「生活科」「保
健」「特別活動」「道徳」等の時
間を活用し、心とからだの成長
や食に関する学習を実施しまし
た。

養護教諭と連携しながら、児童
生徒の性に関する認識の状況
を把握しています。また、教職
員が共通理解を図りながら、年
間指導計画を作成し、発達段
階に応じた性に関する教育を
実施しました。

健康推進課

妊娠・出産期、更年期など、そ
れぞれのライフステージを健や
かにすごすための健康診断、
健康相談を充実させます。

ウエルカムベビー教室を年４回
実施予定。妊婦だけでなく夫や
家族との参加を促し、妊娠・出
産・育児に関して周囲の理解を
深め、育児参加を促します。ま
た、母子健康手帳交付時に、
夫やパートナーの同席があると
きは、産後の育児のイメージが
持ってもらえるように、啓発を進
めます。

年間指導計画を作成し、発達
段階に応じた性教育を実施し
ます。

ウエルカムベビー教室を年４回
実施しました。夫婦での参加が
多く、妊婦をはじめ、夫や家族
に妊娠・出産・育児に関して理
解を深め、育児参加を促しまし
た。また、母子健康手帳交付
時に、夫やパートナーの同席が
あるときは、産後の育児のイ
メージが持てるように啓発をし
ました。

61

62

発達段階に
応じた性教
育の実施

学校教育課

すべての学校において、発達
段階に応じた年間指導計画を
作成し、性教育を推進します。

男性に対し、女性の妊娠・出産
期の負担について理解する機
会を提供し、男性の育児参加
を促します。

健康推進課

学校教育課

学校におけ
る健康教育
の充実

59

すべての学校で、思春期にお
けるからだと心の健康問題に対
応する健康教育を行います。

思春期における心とからだの成
長や食に関する学習を実施し
ます。

生涯を通じた健康の保持・増
進のため、がん検診や健康相
談などを実施します。
また、子育て中の女性が受診
しやすいように、託児付きの検
診日を設けます。

30



　　　基本目標Ⅱ　共同参画に関する意識の普及と教育推進

　　　基本施策７　生涯を通じた心身の健康づくり

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号

指標

実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

B

B

発達段階に応じた自尊感情を
確立し、性に関する教育を実
施します。

医師会等の関係機関と連携
し、性に関する教育を実施しま
す。

２６　思春
期・更年期
の健康支
援、母子保
健の充実

性 教 育 教
材、カリキュ
ラムの研究

63

64

関係機関と
連携した性
教育の推進

学校教育課

医師会等の関係機関と連携し
て、性感染症や心の問題に対
する正しい理解の浸透を図りま
す。

「理科」「保健」「特別活動」「道
徳」等の時間に発達段階に応
じた性に関する教育を実施しま
した。発達段階に応じ、教科横
断的に学習することにより、性
に関する教育の充実につな
がっています。また今後も、発
達段階に応じた教材の研究に
努めます。

すべての学校で発達段階に応
じて性に関する教育を実施して
います。保健師や助産師の方
には「命の学習」等で協力頂い
ていますが、さらに連携していく
必要があります。

すべての学校において、発達
段階に応じた自尊感情の確立
と性の理解を促す教材、カリ
キュラムの研究を進めます。

学校教育課

発達段階に応じた自尊感情を
確立し、性に関する教育を実
施します。

医師会等の関係機関と連携
し、性教育を実施します。

31



　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

100% 100%

100%

B

B

B

事業実施計画

「伊賀市子ども・子育て支援事
業計画」の進行管理を行い、
庁内のＷＬＢ施策を推進しま
す。また放課後児童クラブを設
置し、保護者が就労しやすい
環境整備を行います。

院内託児所の運営を引き続き
行います。

県、ハローワーク、市が一緒に
行っている企業訪問により、聞
き取り調査を行う際、ワークライ
フバランスについても啓発しま
す。

事業者に対
する両立支
援の働きか
け

66

利用職員の勤務時間に応じた
託児所運営を心掛け、働きや
すい環境の整備に努めました。

コロナウイルス感染症により企
業訪問はできませんでした。代
わりに郵送で資料を送付し啓
発しました。
アンケート調査を実施し、ワーク
ライフバランスへの取り組み状
況も調査しました。

送付事業所数：237事業所
商工労働課

人権政策課

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

伊賀市子ども･子育て支援事
業計画に基づき、ワーク・ライ
フ・バランスを推進します。

伊賀市子ど
も ・ 子 育 て
支 援 事 業
計画の推進

２７　行政・
企業におけ
る両立支援
の推進

65

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

こども未来
課

上野総合市
民病院総務
課

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

「伊賀市子ども・子育て支援事
業計画」の進行管理を行い、
庁内のＷＬＢ施策を推進しま
す。また放課後児童クラブを設
置し、保護者が就労しやすい
環境整備を行います。

「伊賀市子ども・子育て支援事
業計画」の進行管理を行い、
庁内のＷＬＢ施策を推進しま
す。また放課後児童クラブを設
置し、保護者が就労しやすい
環境を整備しました。

院内託児所の運営を引き続き
行います。

事業者に対し、育児・介護休
業制度や時間外労働の制限、
勤務時間の短縮など、仕事と
生活の両立支援に係る制度の
定着及び利用促進を、企業訪
問やセミナー開催により働きか
けます。また、「イクボス」を養
成する講座を開催します。

指標

市内の小学
校のうち放
課後児童ク
ラブでの受
け入れ可能
小学校の割
合

企業訪問等による啓発を行い
ます。啓発内容：ワーク・ライフ・
バランスの取組のメリットなど実
例を交えながら実施していただ
くよう啓発します。また、講演会
や研修会等への参加を呼びか
けるとともに、正社員のうち女性
の雇用と管理職への女性登用
が進むよう、今後も情報提供と
啓発を行っていきます。

訪問等事業所数（予定）：250
【内訳】
○訪問　165
　　本庁（上野支所）：110
　　伊賀支所：14
　　島ヶ原支所：5
　　阿山支所：9
　　大山田支所：7
　　青山支所：20
○人権学習企業等連絡会
85
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　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

指標

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

事業者に対
する両立支
援の働きか
け

66

コロナ禍により企業訪問を中止
しました。

伊賀支所振
興課

阿山支所
企業訪問による啓発を行いま
す。啓発内容：ワーク・ライフ・
バランスの取組のメリットなど実
例を交えながら実施していただ
くよう啓発します。また、ウイズコ
ロナの観点から、講演会等人を

集めたカタチでの啓発が、むず
かしいため、パネル展を開催
し、学習機会を提供します。

２７　行政・
企業におけ
る両立支援
の推進

島ヶ原支所
振興課

事業者に対し、育児・介護休
業制度や時間外労働の制限、
勤務時間の短縮など、仕事と
生活の両立支援に係る制度の
定着及び利用促進を、企業訪
問やセミナー開催により働きか
けます。また、「イクボス」を養
成する講座を開催します。

コロナ禍により企業訪問中止。
陣形啓発パネル展を令和3年
度は6回行い学習機会を提供
した。

新型コロナウイルス蔓延に伴い
訪問中止

阿山支所振
興課

伊賀支所
コロナ禍の状況もふまえながら
企業訪問等による啓発を行い
ます。（状況が悪化した場合は
中止もあり得ます）
啓発内容：ワーク・ライフ・バラ
ンスの取組のメリットなど実例を
交えながら実施していただくよう
啓発します。また、講演会や研
修会等への参加を呼びかける
とともに、正社員のうち女性の
雇用と管理職への女性登用が
進むよう、今後も情報提供と啓
発を行っていきます。
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　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

指標

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

機構改革により、人権政策課
に集約。

E

B

66

67

事業者に対
する両立支
援の働きか
け

「ノー残業デー」の設定、有給
休暇の取得促進など市におけ
る労働時間短縮を図るととも
に、事業者に対しても労働時
間短縮を働きかけます。

労 働 時 間
短縮の推進

企業訪問による啓発を実施し、
性別に関係なく誰もが過ごしや
すい職場となるよう企業に働き
かる予定でしたが、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大により訪
問は中止となったため、実施せ
きませんでした。

青山支所振
興課

大山田支所
事業者に対し、育児・介護休業
制度や時間外労働の制限、勤
務時間の短縮など、仕事と生
活の両立支援に係る制度の定
着及び利用促進を、企業訪問
やセミナー開催により働きかけ
ます。

２７　行政・
企業におけ
る両立支援
の推進

大山田支所
振興課

事業者に対し、育児・介護休
業制度や時間外労働の制限、
勤務時間の短縮など、仕事と
生活の両立支援に係る制度の
定着及び利用促進を、企業訪
問やセミナー開催により働きか
けます。また、「イクボス」を養
成する講座を開催します。

人権啓発企業訪問・男女共同
参画推進セミナーともに、今年
度も新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止となりまし
た。

◆全庁一斉ノー残業デーの意
識啓発
・ＰＣ端末への啓発メッセージ
表示

◆時間外申請時の注意メッ
セージ
・その月の時間外累計が３０時
間を超えた時点でメッセージを
表示

◆時間外上限集計表の活用
・管理監督職による部下職員
の時間外マネジメントに活用

◆全庁一斉ノー残業デーの意
識啓発
・ＰＣ端末への啓発メッセージ
表示

◆時間外申請時の注意メッ
セージ
・その月の時間外累計が３０時
間を超えた時点でメッセージを
表示

◆時間外上限集計表の活用
・管理監督職による部下職員
の時間外マネジメントに活用

◆全庁一斉ノー残業デーの意
識啓発
・ＰＣ端末への啓発メッセージ
表示

◆時間外申請時の注意メッ
セージ
・その月の時間外累計が３０時
間を超えた時点でメッセージを
表示

◆時間外上限時間を超過所
属等への対応。
・上限超過が続く所属と協議
し、課題改善に取り組みまし
た。
・上限時間を超過した職員にア
ンケートを実施し、現場の声を
聞き課題分析を行いました。

人事課

34



　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

指標

61% 62% 65%

61.90%

B

B

66% 67% 70%

52.30%

C

11.20% 13% 30%

29.63%

A

上野総合市
民病院総務
課

「ノー残業デー」の設定、有給
休暇の取得促進など市におけ
る労働時間短縮を図るととも
に、事業者に対しても労働時
間短縮を働きかけます。

68

育児・介護
休業の取得
促進

次世代育成支援特定事業主
行動計画の実効的な推進を図
ることによリ、一般事業主行動
計画の推進を促します。

労 働 時 間
短縮の推進

67

２７　行政・
企業におけ
る両立支援
の推進

事業所にお
ける時間外
労働の短縮

の割合

市男性職員
の育児休業
取得者率

特定事業主行動計画、子育て
ハンドブック等グループウェア内
で公開し、育児休業の長期取
得者や部分休業、育児短時間
勤務制度についての周知を
行っています。
本年度、男性職員の育児休業
取得者は8名でした。

県、ハローワーク、市が一緒に
行っている企業訪問により、聞
き取り調査を行う際、ワークライ
フバランスについても啓発しま
す。

医師・看護師の負担軽減に取
り組みます。

県、ハローワーク、市が一緒に
行っている企業訪問により、聞
き取り調査を行う際、ワークライ
フバランスについても啓発しま
す。

企業訪問等による啓発を行い
ます。「育児・介護短時間勤務
制度」の設定等事業者へ取組
内容を聴き取り、周知啓発を行
います。

コロナウイルス感染症により企
業訪問はできませんでした。代
わりに郵送で資料を送付し啓
発しました。
アンケート調査を実施し、「育
児・介護短時間勤務制度」につ
いても調査しました。

送付事業所数：237事業所

次世代育成支援の各種制度
等について、周知を行います。

人事課

商工労働課

次世代育成支援特定事業主
行動計画を見直すとともに、次
世代育成支援の各種制度等に
ついて、周知を行います。

コロナウイルス感染症により企
業訪問はできませんでした。代
わりに郵送で資料を送付し啓
発しました。
アンケート調査を実施し、ワーク
ライフバランスへの取り組み状
況も調査しました。

送付事業所数：237事業所

事業所にお
ける育児・介
護制度の導
入の割合

商工労働課

企業訪問等による啓発を行い
ます。「ノー残業デー」の設定
等事業者へ取組内容を聴き取
り、周知啓発を行います。

院内委員会や他職種の採用
等により、医師・看護師の負担
軽減を図りました。引き続き医
師・看護師の確保に努めます。

医師・看護師の負担軽減に取
り組みます。
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　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

指標

B

C

E

男女平等保育に向けて、男性
が子育てに積極的に関わるよう
な参観、講演会などを開催しま
す。
保育所（園）、幼稚園や地域に
おいて、男性が家庭教育や育
児参加がしやすい体制作りを
積極的に図ります。

男女ともに参加しやすいPTA活
動の充実を図り、父親が子育
てに積極的に関わるよう体制を
つくります。

社会教育委員による家庭教育
応援事業「いがファミリーフェス
タ」を開催する予定です。

学校教育課

２８　家庭生
活における
両立支援の
推進

男女平等保育に向けて、男性
が子育てに積極的に関わるよう
な参観、講演会などを開催しま
す。
保育所（園）、幼稚園や地域に
おいて、男性がが家庭教育や
育児参加をしやすい体制作りを
積極的に図ります。

男女ともに参加しやすいPTA活
動の充実を図り、父親が子育
てに積極的に関わるよう体制を
つくります。

子ども主体の行事への男性参
加が増加傾向にあり男性の子
どもへの関心は高くなっている
ように思います。今後も子育て
は男女で行うものだと思えるよ
うな啓発や行事の内容や開催
方法等の検討が必要と考えて
います。

保育幼稚園
課

「第１２回いがファミリーフェス
タ」の実施を予定していました
が、新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止しました。

社会教育委員がボランティアで
家庭教育応援事業「いがファミ
リーフェスタ」という保護者と子
どもが一緒に参加できるイベン
トを毎年開催していますが、ここ
数年は参加対象を「保護者」か
ら「家族」とし、三重県が作製し
た父親の子育て参加に関する
パンフレットを配布しています。
今年度も開催予定です。

生涯学習課

男女共同参画社会実現に向
けて、父親が子育てに積極的
に関わるよう、講演会などを開
催します。また、学校・幼稚園・
保育所（園）や地域において、
男性が家庭教育へ参加しやす
い体制を作ります。

69

家 庭 教 育
への男性の
参加促進

PTA活動や学校行事をきっか
けにして、家庭で日常生活や
家庭・地域のくらしについて、親
子でともに考え合う機会へとつ
なげています。
ただ、今年度は新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため、
PTA行事等が中止、規模縮小
となりました。
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　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

指標

B

B

B

B

男性のための料理教室を開催
します。コロナ感染拡大防止の
ため1回の受講人数を減らして
いるため、今年度は実施回数
を増やすことも検討していきま
す。

三重県内男女共同参画連携
映画祭を開催し、夫婦で参加
してもらえるようＰＲします。映
画を通して、男女がともに家庭
生活を充実させるために、家庭
内での役割分担などについて
考える機会を提供します。
男女がともに参加できる講座
「男女一緒に気づいて広がる発
見講座」を開催します。

子育て（包括）支援センターに
おいて子育て事業を実施する
中で、支援が必要な場合は保
健師、家庭児童相談員及び母
子・父子自立支援員等と連携
を取りながら子育て情報を提供
し、切れ目のない支援を行いま
す。

居宅サービス等を利用しなが
ら、安心して地域で住み続けら
れるよう、介護サービスの充実
を図ることを目的に、地域密着
型サービス事業者の公募を引
き続き行います。
また、地域で実施している介護
予防サロンへの助成を引き続
き行うとともに、地域福祉コー
ディネーターと連携し、誰もが
利用しやすく、介護予防に繋が
るサロンの増加を目指します。

居宅サービスなどを利用しなが
ら、安心して地域で住み続ける
ためにも、介護サービスの充実
を図れるよう、地域密着型サー
ビス事業者の公募を行いまし
た。
また地域で実施している介護
予防サロンへの助成を行いまし
た。各団体とも感染症対策に
取組みながら活動を実施しまし
た。

住み慣れた地域で居宅サービ
ス等を利用しながら、安心して
生活を続けて行けるよう、介護
サービスの充実を図ることを目
的に、地域密着型サービス事
業者の公募を引き続き行いま
す。
また地域で実施している介護
予防サロンへの助成を引き続
き行うとともに、地域福祉コー
ディネーターと連携し、誰もが
利用しやすく、介護要望に繋が
るサロンの増加を目指します。

２９　子育
て・介護支
援の充実

子育て（包括）支援センターに
おいて子育て事業を実施する
中で、支援が必要な場合は保
健師、家庭児童相談員及び母
子・父子自立支援員等と連携
を取りながら子育て情報を提供
し、切れ目のない支援を行いま
す。

こども未来
課

70

73

地域支援の
充実

伊賀市高齢者福祉計画に基
づき、高齢者が安心して地域
で住み続けられるよう、地域支
援体制の充実に努めます。

２８　家庭生
活における
両立支援の
推進

男性向け料理教室など、男性
が生活面の技術を習得するた
めの講座を開催します。

男女がともに参加できる講座の
開催など、男性の家庭生活の
充実につながる機会を提供し
ます。

男 女 共 同
参画の家庭
生活の支援

71

男性のための料理教室を２回
開催しました。
10月9日：「おうちで食べる秋の
彩り弁当」、参加者５人
3月12日：「ひな祭りに食べる
梅型の押し寿司」、参加者４人

72

男性の家事
自立をめざ
す講座の開
催

三重県内男女共同参画連携
映画祭を開催し、夫婦で参加
してもらえるようＰＲします。映
画を通して、男女がともに家庭
生活を充実させるために、家庭
内での役割分担などについて
考える機会を提供します。
男女がともに参加できる講座
「男女一緒に気づいて広がる発
見講座」ベトナム編を開催しま
す。

人権政策課

介護高齢福
祉課

男女共同参画連携映画祭はフ
レンテみえ、他市町と協働し開
催準備を進めていましたが、コ
ロナ禍により開催できませんで
した。
男女がともに参加できる講座
「男女一緒に気づいて広がる発
見講座」ベトナム編を開催しま
した。参加者：58人

男性のための料理教室を開催
します。

子育て（包括）支援センターに
おいて子育て事業を実施する
教室を通じて、子育ての不安
軽減を図り、家庭での保育が
充実するように関係機関との連
携を取りながら支援しました。

人権政策課

子育て相
談・支援体
制の充実

伊賀市子ども･子育て支援事
業計画に基づき、安心して子
育てができるよう相談・支援体
制の充実を図ります。また、ひ
とり親家庭等の自立に向けた、
生活・就業支援、経済的支援
の充実に努めます。
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　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策８　調和のとれた仕事・家庭・地域生活の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価
事業実施計画

具体的施策 事業名 担当課事業の概要

事
業
番
号 実施事業の内容、効果・課題

2021（令和３）年度　事業

事業実施計画

指標

B

B

地域包括支援センター３ヶ所の
相談窓口で、三職種（社会福
祉士、主任介護支援専門員、
保健師）が高齢者の生活や介
護に関するあらゆる相談に対応
します。相談対応を進める中
で、男女がともに介護に参画す
るよう、意識の啓発に努めま
す。

障がいのある人を在宅で介護
している家族等の負担を軽減
するため、居宅介護サービスや
短期入所サービス等の障害福
祉サービスの利用を促進すると
ともに、家庭内での障がい者介
護及び支援の男女共同参画に
ついて啓発していきます。

障がいのある人を在宅で介護
している家族等の負担を軽減
するため、居宅介護サービスや
短期入所サービス等の障害福
祉サービスの利用を促進すると
ともに、家庭内での障がい者介
護及び支援の男女共同参画に
ついて啓発していきます。

障がい者福
祉サービス
の充実

74

75

高 齢 者 相
談窓口の充
実

障がい福祉
課

伊賀市障がい福祉計画及び伊
賀市障がい者福祉計画の進捗
状況の確認や評価を行い、障
がい者福祉サービスを充実さ
せます。

適切な障害福祉サービスを利
用することで、家族の介護負担
の軽減が図られました。また、
保護者に対して障害福祉サー
ビスの利用説明を行うことによ
り、サービスの利用を促進し介
護負担の軽減に結び付きまし
た。しかしながら、障がい者
（児）介護は女性、特に母親が
行っているのが現状です。家庭
内での障がい者介護において
の男女共同参画について更な
る啓発を行う必要があります。

令和3年度は、延6,527件の総
合相談支援を実施しました。子
どもの数の減少、生涯未婚率
の上昇などにより、男性の介護
者も増加傾向にあります。男女
が共に介護に参画するよう、意
識の啓発に努めました。

地域包括支援センター３ヶ所の
相談窓口で、三職種（社会福
祉士、主任介護支援専門員、
保健師）が高齢者の生活や介
護に関するあらゆる相談に対応
します。相談対応を進める中
で、男女がともに介護に参画す
るよう、意識の啓発に努めま
す。

地域包括支
援センター

地域包括支援センターを中心
とした高齢者相談窓口の充実
及び支援体制の強化を図りま
す。
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　　　基本目標Ⅲ　ワーク･ライフ･バランス（ＷＬＢ）の実現

　　　基本施策９　家庭生活における男女共同参画の推進

2022（令和４年）年度　事業
R３

目標
R４

目標
R５

目標
R６

目標
R７

目標

実績 実績 実績 実績 実績

評価 評価 評価 評価 評価

ー ー ー ー 65%

B

A

B

具体的施策

事
業
番
号

事業名 事業の概要 担当課

2021（令和３）年度　事業

指標

事業実施計画 実施事業の内容、効果・課題 事業実施計画

３０　家事・
育児・介護
への男女共
同参画の推
進

76

介護におけ
る男女共同
参画の推進

性別に関わらず、家事や介護
をともに担うことができるよう教
室の開催や広報紙などによる
啓発を行います。男女がともに
介護へ参画するため、意識の
啓発を行います。また、男性が
介護技術を習得するための支
援を行います。

介護高齢福
祉課

家事や介護は性別を問わず行
うという意識を高めるため、誰も
が参加しやすい教室運営とな
るよう、委託先の社会福祉法
人に働きかけます。

介護についての疑問や介護の
仕方を学ぶことを目的に家族
介護教室を開催しました。「救
命救急講習入門コース」と題し
た教室を、近くの会場で参加し
やすいように同じ内容の教室を
会場を三か所に分けて開催し
ました。コロナ禍において感染
対策を講じながらの応急手当
や救命処置についての内容で
実施しました。

性別による家事や介護の偏りを
無くし、男女が共に行うという意
識を高めるため、誰でも参加し
やすい教室運営となるよう、委
託先の社会福祉法人へ働きか
けます。
また、男性でも気軽に参加でき
る教室の開催支援を行いま
す。

「男は仕事」
「女は家庭･
育児・介護」
と思わない
市民意識の
割合(再掲)

77

父親の育児
参加の促進

男性が育児に関する知識を学
習する機会を提供するととも
に、子育ては男女がともに行う
という意識を啓発します。

こども未来
課（子育て
支援室）

ファミリースマイルアップ講座
「家族で過ごす楽しい休日」を
実施します。

未就学児とその保護者に対し
て、人権学習の場とピアノとヴァ
イオリンの生演奏に触れる機会
を設けました。日曜日に開催す
ることで家族みんなで参加して
もらうことが出来ました。
家族みんなで子育てする意義
や楽しさを学び実践すること
で、家庭内の子育て向上を図り
ました。

令和3年5月23日開催　参加
者子ども43人　大人54人　うち
男性の参加17人

ファミリースマイルアップ講座
「家族で過ごす楽しい休日」を
実施します。

保育幼稚園
課

保育所（園）の行事等に男性も
参加できるように開催日や内容
を検討し、参加を促します。
また保育所（園）だより等に育
児に関する内容を掲載するな
どして、男女問わず共に子育て
に関心を持ち、一緒に取り組も
うという意識が持てるよう働きか
けます。

行事内容や開催日・時間の検
討により男性の参加が増加傾
向にあり、男性の子育てへの関
心が高くなっているように思いま
す。しかし、行事参加という一
場面だけで、今後も子育ては
男女で行うものだと思えるよう
な啓発や講演内容等の検討が
必要と考えています。

保育所（園）の行事等に男性も
参加できるように開催日や内容
を検討し、参加を促します。
また保育所（園）だより等に育
児に関する内容を掲載するな
どして、男女問わず共に子育て
に関心を持ち、一緒に取り組も
うという意識が持てるよう働きか
けます。
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